
（単位：千円）

金額 金額

流　動　資　産 897,565 流　動　負　債 1,144,552

現金及び預金 571,089 買掛金 68,620

電子記録債権 5,151 関係会社短期借入金 900,000

売掛金 240,054 リース債務 3,600

製品 391 未払金 50,318

製品廃棄予定引当金 △305 未払費用 23,141

仕掛品 2,292 前受金 2,688

貯蔵品 249 未払法人税等 1,393

前払費用 55,610 預り金 10,879

立替金 3,740 ポイント引当金 83,908

未収入金 6,016

未収還付法人税等 6,068 固　定　負　債 22,501

未収消費税 8,990 長期繰延税金負債 15,879

その他の流動資産 433 長期リース債務 6,622

貸倒引当金 △ 2,217

固　定　資　産 294,735

有形固定資産 27,010

建物 17,122

工具、器具及び備品 3,103 負債合計 1,167,054

リース資産 6,784 株主資本

無形固定資産 37,275 資本金 10,000

ソフトウェア 31,642 資本剰余金 402,000

ソフトウェア仮勘定 5,632 資本準備金 206,000

投資その他の資産 230,450 その他資本剰余金 196,000

投資有価証券 3,718 利益剰余金 △387,971

差入保証金 76,681 その他利益剰余金 △387,971

出資金 40 繰越利益剰余金 △387,971

長期前払費用 138,295 (うち当期純利益) (△143,915)

貸倒懸念債権 11,715

破産更生債権 0 評価･換算差額等 1,790

その他有価証券評価差額金 1,790

繰　延　資　産 571 純資産合計 25,819

資産合計 1,192,873 1,192,873

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券 市場価格のあるもの

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 製品・仕掛品

(2) 貯蔵品

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 定額法によっております。

（リース資産を除く）

(2) 無形固定資産 定額法によっております。

（リース資産を除く）

(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。

大会社以外の決算公告（非公開会社）
（資本金５億円未満かつ負債総額200億円未満・譲渡制限あり）

第4期決算公告
令和6年10月29日

東京都港区虎ノ門三丁目8番21号

株式会社メディカルトリビューン
代表取締役　堀川　修

貸借対照表

科目 科目

　　　　　　　　　　　（令和6年7月31日現在）



４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

(2) 退職給付引当金

(3) ポイント引当金

５．収益及び費用の計上基準

６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 26,844千円

２．リース資産減価償却累計額 5,154千円

当社は医学、歯学、薬学および科学等の分野における新聞・学術誌等の発行、医療情報サイトによる情報・サービスの提供、調査、
学会・セミナー・講演会等の運営、有料職業紹介・医療経営継承支援等の事業を営んでおります。
これらの事業における収益は、商品又は製品を引き渡し、顧客が検収した時点で、顧客が支配を
獲得し履行義務を充足したと判断し、当該時点で収益を認識しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末の退職給付債務及び年金資産見込額に基づき、当事業年度末において発生して
いると認められる額を計上しております。なお、退職給付債務の見込額は、簡便法（退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職
給付債務とする方法）により計算しております。当事業年度末においては、退職給付債務を年金資産額が超過する状態のため、当
該超過額は長期前払費用（前払年金費用）に計上しております。

ウェブアンケートの回答実績等に応じて付与したポイントの使用に備えるため、将来使用されると見込まれる額を計上しております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等の特定の債権について
は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。


